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１	
 木材高度加工研究所の外部評価結果報告にあたって 
 
 

秋田県立大学木材高度加工研究所（木高研）は、その前身である秋田県立農業短期大学付属木材高

度加工研究所が 1995 年の 4 月に開設されて以来、22 年目を迎えています。この間、秋田県立大学への

統合と公立大学法人化という２つの大きな組織改変がありましたが、研究所の設立目的は「秋田県の

木材産業を資源依存型から技術立地型に転換するための基盤の確立」であって、これは設立当初から

変わっていません。	
 

しかしながら、木高研を取り巻く情勢は大きく変化してきました。かつて秋田県が誇っていた天然

秋田スギは枯渇し、もはや国有林からは計画生産されていません。その一方でスギの人工林は成熟し、

蓄積のピークが 9・10 齢級へと変化してきました。	
 

いわゆる川下側についても、木造住宅のような小規模木質構造から公共建築物のような中大規模木

質構造へと研究対象が移行しており、スギＣＬＴのような大型構造部材や大型耐火部材の開発などが

求められています。また土木分野においては、木橋だけではなく地盤改良や河川の護岸工における木

杭利用にまで需要が広がってきており、さらにバイオマス利用についても、搬出技術の高度化から燃

焼の効率化に至るまで、広範な技術開発が要求されるようになってきました。	
 

このような守備範囲の広がりとは逆に、地域における林業・木材産業の縮小化や、人口減少と少子

高齢化といった、開所当時には考えられなかったような地域社会構造の変化も現実のものとなってき

ました。もちろん、逆風だけではなく、ウッドファースト活動や公共建築物利用促進法に見られるよ

うな木材利用推進の追い風も吹いています。また、「木を伐って使うことは環境破壊だ」というマスコ

ミによるアンチ木材利用キャンペーンも激減してきました。 
	
 こうした状況変化に応じて木高研は臨機応変に対応してきたわけですが、設立以来 20 年以上が経過

し、組織としての運営に様々な非効率性が生じていることは否めません。これを防止する一つの手立

てとして、年に一回、産学官の各分野の委員による運営協議会が実施されてきたわけですが、それだ

けでは、いわゆる「ＰＤＣＡサイクル」のプラン（Ｐ）と行動（Ｄ）は評価できても、チェック（Ｃ）

とアクション（Ａ）が弱いということもあって、今回の外部評価実施となったわけです。 

	
 外部評価の実施に当たっては、高田克彦教授、栗本康司教授、足立幸司准教授の３名でワーキング

グループを組織し、これに事務局として菅原修マネージャーが加わって、事前の資料収集、委員会の

運営管理、取りまとめ等を行いました。なお、所長は全般にわたり、助言と報告書の監修等を担当し

ました。 

	
 評価の流れを、時系列的にまとめると、まず基礎資料として、研究・教育・社会貢献の３部門に分

けた活動報告資料を用意しました。次いで、これらの資料に基づいた自己点検と自己評価をとりまと

めて３名の評価委員に送付し、事前にご検討いただきました。 

	
 平成 28 年 12 月 1 日の評価委員会では、委員からの審査結果・質問と、それに対する回答をまとめ

た回答シートの内容に関して質疑応答を行う形で議事を進行し、最後に講評を頂きました。 

	
 これらの資料や議論をまとめたものが、この評価報告書です。各評価委員からいただいた貴重なご

意見を十分検討し、今後の運営・活動・質的向上に活かしたいと考えております。 

 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 秋田県立大学木材高度加工研究所 

所長	
 	
 林知行 
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２	
 木材高度加工研究所外部評価委員会名簿 
 

 

委員長 服部	
 順昭 公益社団法人日本木材加工技術協会	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 会長 
 

委員 杉山	
 淳司 国立大学法人京都大学生存圏研究所	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 教授 

 
委員 菊地	
 伸一 地方独立行政法人北海道立総合研究機構林産試験場	
 場長 
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３	
 外部評価結果 
 
 
	
  １	
 研究所の理念・目的 
	
 	
  ・	
 設立当初に作られたものであるが、今見てもすばらしい理念で目的を設定している。 
	
 	
  ・	
 組織は変わってきているが、これからもこの理念の基で作られた目的を維持して欲しい。 
 
	
  ２	
 研究をアドホックで対応 
	
 	
  ・	
 このような臨機応変に対応できる体制は、他の大学の研究所、公設試を見ても、ここまでう

まく立ち振る舞えるところはない。 
	
 	
  ・	
 この研究所の研究体制の特長である。この体制は継続して欲しい。 
 
	
  ３	
 研究所の体制 
	
 	
  ・	
 学科くらいの人数規模でそれを超える活動を行っている。 
	
 	
  ・	
 大学の附置研として公設試的役割も担ってスタートしたが、公設試的役割が、成果も含めて

見えにくくなってきている。 
	
 	
  ・	
 公設試的役割が課されていることに鑑みて、これからどうしていくのかを、研究所内で議論

して欲しい。 
 
	
  ４	
 ホームページの管理体制 
	
 	
  ・	
 ホームページの管理者と情報を出す組織（委員会など）の役割分担、責任体制を研究所とし

て整理して欲しい。 
 
	
  ５	
 学部・大学院教育 
	
 	
  ・	
 大学院については、組織としてきちんと位置づけられていることは評価に値する。 
	
 	
  ・	
 研究所員の学部教育に対するコンセプト或いはスタンスについて、どのように対応すべきか

検討し、所員がコンセプトやスタンスを共有した上で、大学の附置研として関わって欲しい。 
 
	
  ６	
 推進機構との関係・連携 
	
 	
  ・	
 このような組織と連携を持っている研究所は他にはないことから、連携を強めて関係を発展

させて欲しい。 
	
 	
  ・	
 ホームページの活用も含めて連携を整理して欲しい。 
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４	
 外部評価委員会議事録 
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秋田県立大学木材高度加工研究所	
 外部評価委員会次第 
 

 

日時：平成 28年 12月 1日（木）  14時 00分	
 〜	
 17時 00分 
場所：秋田県立大学木材高度加工研究所	
 研修室 

 

１.	
 開会 
２.	
 委員および研究所教員紹介 

３.	
 挨拶 

４.	
 議事 
１）	
 日程説明 （14:10 – 14:15） 

２）	
 協議 （14:15 – 16:00） 

（１）	
 木材高度加工研究所概況 

（２）	
 評価委員の事前指摘、質問等に対する研究所よりの説明、質疑 
３）	
 評価委員打合せ （16:15 – 16:40） 

４）	
 講評 （16:40 – 17:00） 

５.	
 閉会 
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木材高度加工研究所	
 外部評価委員会	
 出席者名簿 
（敬称略） 

 

 
外部評価委員（五十音順、敬称略） 

	
 服部	
 順昭（委員長） 公益社団法人日本木材加工技術協会  会長 

	
 杉山	
 淳司  国立大学法人京都大学生存圏研究所  教授 
	
 菊地	
 伸一  地方独立行政法人北海道立総合研究機構林産試験場 場長 

	
  

	
  
 

木材高度加工研究所 

	
 林	
 知行  木質資源利用グループ 教授（所長） 

	
 山内	
 繁  木質基礎機能グループ 教授 
	
 高田	
 克彦  木質基礎機能グループ 教授 

	
 栗本	
 康司  木質材料科学グループ 教授 

	
 佐々木	
 貴信  木質資源利用グループ 教授 
	
 渡辺	
 千明  木質資源利用グループ 准教授 

	
 岡崎	
 泰男  木質材料科学グループ 准教授 

	
 山内	
 秀文  木質材料科学グループ 准教授 

	
 足立	
 幸司  木質材料科学グループ 准教授 
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事前指摘事項および質疑応答記録 
 

 

外部評価委員会委員長の選出  
	
 委員の互選により、服部順昭委員を委員長に選出。 

 

木材高度加工研究所の概況  
（林知行所長が開所以来の木材高度加工研究所の概況を説明） 

 

【質疑・説明、意見】  
服部委員長：２００３年に大学院となり研究所でも教育に携わることになったが、所員の教育に対す

る意識はどのように変わったのか。研究所としての教育に対する考え方をよく所内で議論して欲

しい。 

服部委員長：年俸制は、教員のモチベーションのどのような影響をもたらしたのか。年俸制について

は、文科省の考え方と教員側とは大きく乖離しているように思う。研究所としての考え方をまと

め、どのようにして研究・教育に対するモチベーションを維持していくか検討して欲しい。問題

についてよく議論し、研究所全体で意思統一しておく必要があると考える。 
服部委員長：２０１２年からの３カ年における、大課題と３つのプロジェクトの設定プロセスはいか

ようであったか。トップダウン、ボトムアップいずれでも一方通行ではうまくいかない。また、

地域の要望をうまく取り込んで設定すべきものと思う。 

服部委員長：大学院教育について、これまでの研究に加え大学院生の教育をしなければならないと考

えているのか、或いは、学部生も含めて一体として教育・研究を行おうと考え、大学院生、卒論

生を受入れているのか。 

林所長：自己点検・評価の内容として説明する。 
服部委員長：当初、研究所は地域の要望に基づいて設置された経緯があるが、地域の思いと所員の思

いのずれは時間の経過とともにどのように変わってきているのか。それをどのようにして行こう

と考えているのか。 

林所長：自己点検・評価の内容として説明する。 
服部委員長：以上については、今後所内でよく議論して欲しいと思う。外部評価委員は評価を行いそ

の結果を伝えることが任務なので、問題についてよく議論し、研究所全体で意思統一しておく必

要があると考える。 
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事前指摘・質問に対する研究所からの説明および質疑	
 

	
  

 

Ⅰ	
 研究領域	
 

	
 

１．研究目標の設定  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
所員の意向が反映される目

標設定制度を採用している

点。	
 

所長あるいは理事の意向が目標

設定にどの程度反映されている

のか否か。	
 

	
 

	
 

目標設定の WG には所長も参加

しており、ある程度の意向は反

映しているが、主導はしていな

い。ただ主導することは可能で

ある。理事会については、内容

に関する直接的な関与はない

が、学内他部局との共同研究を

指示されることはある。	
 

地域の意向は反映されているの

か否か？	
 

	
 

	
 

県庁からの要望は毎年提出さ

れるが、常に連携を取りながら

研究を進めているので、十分に

反映されたものになっている

と考える。また、木高研、推進

機構、能代市、県の地方振興局

の４者が月一回連絡調整会議

を開催して、意見と情報の交換

を行っている。	
 

課題を見れば分かるが、「高度加

工」というキーワードが目標にも

分野にも登場しないが？	
 

高度加工という用語は研究所

の設置時に選ばれたものだが、

それを研究設定にキーワード

として反映させてはいない。	
 

杉山委員 
目標は具体的であり適切。   
菊地委員 
研究目標を研究所内部で共

有する上で、WG→教授会の議

論プロセスは有効であると

評価できる。	
 

秋田県大の基本理念は、人材育成

とともに、「地域産業の高度化を

通じた本県の産業振興に寄与」

（大学 HP）となっている。その

観点からすると、研究目標の設定

は、「秋田県の森林資源や木材産

業」を明確に意識した内容・表現

とする必要があるように思う。自

己評価理由には、秋田県の状況を

秋田県の林業・木材産業に資す

ることが研究活動の大前提で

あるので、特に設定の中には表

現していない。また、秋田県の

現状を意識しつつ、県庁と常に

連携を取りながら研究を進め

ている。ただし、あまりにそれ

を強調すると、研究に枠がで

き、大学ならではの自由な発想
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意識して大課題設定を行ったこ

とが十分に表現されていないよ

うに読める。	
 

や先進性を阻害することにな

りかねないので、このような表

現にとどめている。	
 

公的試験機関の性格も合わせ持

つ組織（p1.）なので、中期的な

研究目標の設定にあたっては、研

究所内での議論とともに、県、業

界との意見交換（要望把握）を行

うことが望ましいと考える。県の

施策方向（例えば、「木材総合加

工産地・あきた」）への対応も、

目標を設定する検討の視点とし

て必要と考える。	
 

公的には、今回の外部評価とは

別に、毎年６～７月に運営協議

会を開催し、県や市や業界から

意見を頂いている。	
 

また、月に一回、連絡調整会議

を開催し、県、市、推進機構と

意見交換を行っている。課題に

よっては、県の施策の一部とし

て実施されているものもある。

一例として、地域イノベーショ

ン戦略推進プログラム（文部科

学省）における代表研究機関と

して秋田県総合食品研究セン

ターとの連携を推進している。	
 

 
【質疑・応答】  
服部委員長：「高度加工」というキーワードが目標にも分野にも登場しないが、キーワードを使わずと

も、「高度加工」をやっているという印象を与えられるような研究所であって欲しい。 

菊地委員：研究目標の設定の文面では、秋田県の現状を踏まえた上での設定であるのかがわからない。

また、連絡調整会議についても一部の地域振興局のみでは、県全体の状況を把握できないのでは

ないか。 

林所長：秋田スギの利用拡大という大前提を受けての記述である。また、県全体の状況については、

木材加工推進機構で状況を把握している。 
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２．研究分野と研究体制	
 １）研究分野  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
学科程度の規模の教員で非

常に広い範囲の研究分野を

カバーしている点。 

研究分野からは、林学科と林産学

科が合わさった森林科学の研究

所に見えるが、これ以降ではグル

ープ名にしても川上が登場して

こないことから、研究所名と対応

研究分野の整合性を取る必要は

ないのか？ 

研究所の発足当時から見て、特

に川上分野が強化されたので、

このような書き方になってし

まった。該当文章の文末に「た

だし、研究所の目的にあるよう

に、その根幹をなすところは木

材の利用技術と木質材料の開

発である」という一文を付け加

えたいと思う。 
杉山委員 
 分散傾向にないか？ 要望が多岐にわたるので、この

ような傾向になっている。 

菊地委員 
研究開発とともに、地域貢

献・成果の社会還元に取り組

む姿勢は適切である。また、

林業とのつながり・還元を意

識した、「環境・資源循環・

持続的利用」をキーワードに

研究分野を設定したことも

高く評価される。	
 

「持続的な森林資源の管理や流

通・利用システム」は、林業・林

産業がともに発展する上で重要

であり、ここに取り組む姿勢は高

く評価できる。しかし、これら林

業関連の研究分野の研究課題に、

表 1-1（p12）、教職員リスト専門

分野（HP）からは、具体的に取り

組んでいる姿が良くわからない。	
 

内部資料として細かい研究課

題の一覧は存在するが、共同研

究等の守秘関係で、公表しづら

いところが多々ある。ただ、わ

かりにくいのも事実なので、公

表できる範囲で細かい研究分

野が一覧できるような形に改

良したいと思う。	
 

	
 

研究テーマ（p12）、教職員リスト

（HP）とも、各研究者の専門分野

を主体に記述されている。このよ

うな示し方とともに、研究所とし

て取り組む研究分野を体系的に

示すことも研究所の機能を広く

アピールする上で望ましいと考

える。	
 

改善案を示し、HP に反映する。	
 

 
【質疑・応答】  
杉山委員：教員個々の研究テーマは多岐にわたっているようだが、プロジェクトとは別に設定してい

るのか。 

林所長：そのとおり。これまでも教員ごとにテーマ設定しており、プロジェクトを行うときに臨機応

変に各教員の連携をもって対応している。また、特任助教の採用によっても幅広い研究に対応を

してきている。 
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菊地委員：ホームページが教員別に研究テーマを示しており、全体がわかりづらい。研究所では、グ

ループごとにどのような研究をカバーしているかを示して欲しい。 

 

 

 

２．研究分野と研究体制	
 ２）研究体制  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
アドホック的に研究体勢が組

める点。 
客観的にベストと思われる体制

が構築されない場合の所長や理

事の介入の可能性はあるのか？ 

可能性はあるが、これまでにそ

のような事例はない。 

海外の 2 大学との MOU による
教育・研究への効果は？ 

西ハンガリー大学とは総務省

JET プログラムを利用した研究

者の受入れ（３名、平成 15 年

〜平成 19 年）、JSPS を利用した

二国間交流事業セミナーの開

催（平成 18 年）等を行った他、

大学院生の短期留学（３ヶ月、

平成 26 年）を実施している。

ソウル大学とは平成 27 年度か

ら教員および院生の招聘およ

び派遣をスタートしている。	
 

杉山委員 
アドホック的人材登用。	
 

課題達成型 PJ の推進。	
 

特任助教の任用。	
 

教員質の向上、研究能力の向上。	
 学部・研究科が主催の FD 研究

会に参加し、教育と研究の質的

向上を図っている。	
 

サバティカルの導入。	
 サバティカルは研究能力向上

の有効な手段と考える。この制

度は大学の制度として機能し

ているが、未だに木高研からは

実例がないため積極的な導入
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を図る。	
 

菊地委員	
 

課題の内容に応じて複数分野

の研究員が参画する仕組み

は、研究を推進・展開する上

で有効であり、フレキシブル

な研究体制は高く評価され

る。	
 

特任助教制度は、研究課題の

機動的、重点的な遂行に大き

く寄与していると、高く評価

される。	
 

秋田県産技センターでは、「木質

バイオマス利用」を研究開発ロー

ドマップに位置づけている。県の

産業支援を担う同センターとの

連携も意識する必要があると考

える。	
 

秋田県総合食品研究センター

とは地域イノベーション戦略

支援プログラムの中で「タンデ

ムリングミルによる微粉砕物

を利用したバイオエタノール

製造」に関して共同研究を進め

ている。今後、秋田県産業技術

センターを含めた他の公的研

究機関との連携をより深める。	
 

 
【質疑・応答】  
服部委員長：産業技術センターとは MOUを交わしているのか。 
山内(秀)准教授：交わしていない。それぞれ県の学術振興課を主管課とする研究機関として交流してい

る形である。 

栗本教授：民間企業を加えた共同研究等については研究契約書を交わしている。 
杉山委員：ソウル大学との MOU については、ソウル大学農学生命科学大学森林科学科との協定とす

べきである。 

林所長：そのように修正する。 

 
 

３．研究活動と成果	
 １）研究課題  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
当面必要とされている課題

を取り上げている点。 
中･長期的な課題は掲げておられ

るのか？あるとすれば、その様な

課題を頭出しするか否かの検討

はどの様にされているのか？ 

直近の重点プロジェクトの見

直しの際には WG を設置し、中

長期的課題の共有を図ること

に努めている。WG での検討結

果は全教員が参加する教授会

において共有されている。	
 

杉山委員 
地域社会への貢献。 
国策に関連する部分での貢

献。 

S ではないか？	
 地域貢献であれ、国策対応であ

れ、課題そのものについては想

定の範囲内であると考え、Aと

した。 

菊地委員 
研究対象を秋田県産スギ中

心としていることは、県の素

材生産量の9割がスギである

「研究所の背骨となる」（p12）も

のなので、重点プロジェクト

（p13）、ミッション研究（HP）、

重点プロジェクトの中に各ミ

ッション研究がぶら下がる形

になっている。	
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ことから、適切であると考え

る。	
 

の統一は図るべきではないか。	
 	
 

プロジェクト研究Ⅱは、２つの柱

で構成されている（p13、表Ⅰ-2）

が、どちらにも CLT 開発が含まれ

ているように見える（HP）など、

体系的な整理（示し方）に検討の

余地があるように思われる。	
 

CLT 関係は、①製造と、②性能

評価・利用に分かれている。HP

に内容を反映する。	
 

	
 

 
【質疑・応答】  
高田教授：短期的な研究課題を設定する際に、中長期的な課題についても検討し、時勢に乗り遅れな

いようにしている。 
服部委員長：「重点」、「ミッション」、「プロジェクト」、「シーズ」の各研究の定義について所員で情報

共有して欲しい。 

 

 

３．研究活動と成果	
 ２）研究成果  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
論文数と国内発表件数が多い

点。	
 

マスコミへの情報発信が多い

点。	
 

査読論文数の増減傾向は？	
 年度ごとに変動はあるが減少

傾向にはない。	
 

マスコミのうち全国発信数はど

れ位あるのか？	
 

ほとんどが県内の新聞・TV 報道

である。全国発信数は６件、造

林スギ材の曲げわっぱへの活

用（共同通信社他）、木床版鋼

桁橋・間伐材の木杭で水路を補

強（日経コンストラクション）、

都市型養蜂用のスギプランタ

ー（読売新聞他）、木高研の紹

介（日経新聞）などが挙げられ

る。	
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杉山委員 
受賞状況からは学術的に高い

評価。 
特許や地域や産業への貢献をよ

り重視してはどうか？ 
個人の業績評価には反映され

ている。 

菊地委員 
原著論文数の生産性は高く評

価される。また、国内学会・

国際学会の発表件数の差異は

あるが、国際学会 1回/年・人

も評価される。	
 

マスコミ報道に積極的に取り

組み、近年、大きく増加して

いることは、研究所の存在を

強くアピールするとともに、

研究成果を広く普及し、企業

での実用化を促進する面か

ら、きわめて高く評価される。	
 

「研究結果・開発技術の民間企

業への技術移転実績」が、研究

成果ではなく、社会貢献の一項

目として評価する位置づけは適

切か。公設試の感覚では、技術

移転の実現が、優れた研究成果

が得られたことの評価になる。	
 

技術移転の過程における研究

費や学術成果は研究成果に区

分し、技術移転結果を地域貢献

と区分している。研究業績のダ

ブルカウントを防ぐ目的もあ

る。	
 

 

【質疑・応答】  
	
 特になし。 
 

 

４．研究費と研究環境	
 １）研究費  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
多額の外部資金、特に大型事

業を獲得している点。	
 

獲得研究費は教員一人当たりで

示すと潤沢だと思うが、その教

員別のばらつきはどの程度か？	
 

	
 

	
 

所内のスタッフは可能な限り

研究に参加するようにしてい

る。大型事業の事務スタッフの

人件費込みの金額で実際に使

用できる金額は少なくなる。	
 

もし、ばらつきが大きいなら、

それを是正する対策はどうして

いるのか？	
 

ばらつきは大きく、上述のよう

な対応をしている。	
 

	
 

科研費の研究区分はどの様な構

成なのか？	
 

H25〜27 年度で研究代表者とし

ての新規獲得は６件（基盤 C２

件、若手 B１件、萌芽３件）で

ある。（H28 年度は若手 B２件）	
 

杉山委員 
	
 ポスドクの人件費も含むのか？

一人当たり使える金額が 900 万

ということなのか？	
 

御指摘通りである。ただこの値

には事業費が含まれているの

で、全部が研究費に使えるわけ

ではない。	
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菊地委員	
 

外部資金の獲得実績は、提案

課題のレベルの高さ、研究所

に対する期待のあらわれであ

り、きわめて高く評価される。	
 

研究費の効率的な執行、公的研

究費の不正防止などについて、

特任助教や特別研究員を含め

て、日常的な配慮・意識の高揚

を図ることが全ての研究機関に

求められている。実際には取り

組んでいると思うので、研究所

の姿勢を示す意味からも、何ら

かの記載が望ましいと思われ

る。	
 

御指摘通りである。記載されて

いないので、HP に記載する。	
 

 

【質疑・応答】  
	
 特になし。 

 
 

４．研究費と研究環境	
 ２）研究環境  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長	
 

初期導入の設備のレベルが高

かった点。	
 

機器の更新、維持管理費の捻出、

設定研究目標に基づく整備計画

をどの様に検討・対応されている

のか？	
 

御指摘通りである。機械の劣化

や旧態化に更新が追いついて

いない。何かの補正予算待ちと

いった状態である。	
 

杉山委員	
 

	
 大型機器の維持費をどう捻出し

ているのか？	
 

	
 

	
 

御指摘通りである。県や県立大

学の大型機器整備に計画的に

申請しているが、更新が追いつ

いていない状況である。	
 

大型装置を用いた委託試験は実

施しているのか？	
 

大型装置を用いた委託研究や

依頼実験は受け入れているが、

機器更新を意図した積立は行

っていない。今後、検討する。	
 

菊地委員	
 

高額な研究機器の導入、更新

は、多くの研究機関に共通す

る課題であり、順次、導入・

更新が進められていることは

評価される。	
 

	
 	
 

 

【質疑・応答】  
	
 特になし。 
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４．研究費と研究環境	
 ３）特任助教制度とその成果  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
流動研究員から始まった任期

付き研究員制度の若手木材研

究者のキャリアアップへの貢

献。 

発足当時は他に類を見ないユニ

ークな制度であったが、スター

トアップ資金がそれなりに配分

されるテニュアトラック制度が

普及してきた現状で、その魅力

が維持できているのか？ 

御指摘通りである。金額の提示

方法を変えるべきかとも思わ

れる。学内でスタートアップ研

究資金取得の仕組みがあるこ

とをHP等でアピールしたいと
考える。 

杉山委員 
キャリアパスの先駆的事業で

ある。 
制度を維持するための策。 
 
 

農学部だけでなく、工学部など

他分野の人材に積極的に声が

けし、定員の充足に努めてい

る。 

研究期間後の対応、サポートな

ど。 
制度としては設けていないが、

外部資金による博士研究員等

の形で引き続き研究所に在籍

することで、次のキャリアに繋

がった実績が複数件ある。	
 

菊地委員 
研究所独自制度として定着

し、全国的に活用され、有意

な人材の育成に貢献している

ことは高く評価される。 

  

 

【質疑・応答】  
	
 特になし。 
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Ⅱ	
 教育領域	
 

	
 

１．教育目標の設定  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
 学部教育で研究所構成員は期待

されている集団という位置づけ

なのか？それとも科目担当の補

助教員集団という位置づけなの

か？この位置づけが学生から見

えるので、重要。 

学部教育における教員は、補助

的な位置づけになっている。	
 

学部学生の分属決定前に所教員

に卒業研究をアピールする場は

あるのか？ 

研究室配属前にアピールでき

る場は、プレゼン・研究室訪

問・実習など、複数回設定され

ており、積極的に活用してい

る。学生にとって、地理的なデ

メリットが大きいことの周知

にも努めている。	
 

杉山委員 
木材ジェネラリストの養成で

はないか？ 
木高研の志向するところは総合

科学としての木材工学だと思う

ので、生物資源科学研究科の人材

育成の養成とはやや異なるので

はないか？ 

木材工学を理解する人材の養

成という点は御指摘の通りで

あるが、研究科の方向性と齟齬

はきたしていないと考えてい

る。 

菊地委員 
   

	
  

【質疑・応答】  
服部委員長：大学院生の受入れをするためには、卒論研究をする学部生から積極的に受入れていくべ

きなのかを所員で検討し、意思統一して欲しい。 

 

 

２．教育の実践	
 １）大学院教育  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
 専攻の教育課程表における所員

が担当する科目の立ち位置が重

要だと思うが、どの様になってい

るのか？	
 

森林木材学領域として提供し

ている講義は２科目で、残りは

他の領域に含まれている。大学

院の専門科目の必要６単位の

内、４単位を木高研が提供して
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いることになる。	
 

主指導・副指導の割り振りにおい

て 3 研究グループの垣根がある

のか？	
 

グループ間での垣根は設けて

いない。	
 

	
 

院試における院生の主指導の選

び方は？	
 

院試前に受験者と教員が協議

し、主指導を決定している。受

験者の希望に応じて複数の教

員が協議に参加することもあ

る。	
 

木高研への修士学生の定員配分

は？	
 

特に配分は決まってはいない。	
 

教員の主指導資格保有状況は？	
 全員、資格を保有している。	
 

H21 年前後の受入数が極端に少

ない理由は？	
 

特段の理由は見つからなかっ

た。	
 

院生の出身大学と学部は？	
 これまでの実績としては、九州

東海大学、奈良大学、山形大学、

秋田県立大学などで、農学部が

中心である。近年は、秋田県立

大学からの進学が中心となっ

ている。	
 

学部学生への修論アピールの場

はあるのか？	
 

毎年、修士論文発表会が秋田キ

ャンパスで開催され、学部学生

も聴講している。	
 

研究所 HP の説明フォントのポイ

ントが小さくて、読み難かった

し、授与される学位の名称も HP

からは見えなかった。これらの点

も院試受験生に必用な情報だと

思うが。	
 

御指摘通りである。HP を改善

する。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

博士（工学）が得られないので、

社会人の希望者が少ないとある

が、本当なのか？ 

博士（工学）が得られないので、

建築や土木関係者への社会人

入学の PR ができていない。希

望者がいても工学博士が欲し

いと言われてしまえば、受け入

れられず、実際にそういうケー

スはあった。生物資源と工学の

どちらも出せるのであれば、社

会人学生の受け入れの幅が広

がると考える。	
 

杉山委員	
 

木材ジェネラリストの養成。 オムニバス講義は学生にとって
興味のあるものになっているか

現状では問題ないように思わ

れる。	
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（アンケート・講義評価の解析な

ど）。 
	
 

	
 

資格試験に対する対応（特に建築

士などの受験資格に関わる点）。 
対応していない。	
 

	
 

社会人学生の積極的受け入れ。 社会人大学院生については個

人的なつながりによる口コミ

のみで、特段の PR はしていな

い。今後、HP 上で PR を検討す

る。	
 

菊地委員 
木材科学に加え、システム科

学技術（建築分野）に関する

教育・研究指導を可能とする

体制は、建築工学分野での木

材・木構造教育が希薄な全国

の現状においては、貴重であ

り、高く評価される。 

  

 

【質疑・応答】  
	
 特になし。 

 
 

２．教育の実践	
 ２）学部教育  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
	
 研究発展のためには分属学生が

不可欠との前提に立つと、副指導

であっても卒論の直接指導は重

要だと思うが、自己点検報告書か

らはそうは思えない表記になっ

ているが？	
 

御指摘通りである。重要だと考

えているが、制度の不整備と学

生にとって地理的なデメリッ

トが大きいため、強く PR でき

ていない。	
 

	
 

学部で林産学（木材科学？）の体

系的な教育が出来ないのであれ

ば、大学院で行うしかないと思う

が、修士の教育課程表はそうなっ

ているのか？	
 

できていない。担当教員がそれ

ぞれのゼミで指導している。	
 

	
 

	
 

教員の学部への教育の関わりや

アピールの機会は必要だが、どの

程度あるのか、かつそれを増やす

仕掛けをどの程度起こしている

のか？	
 

専門実験や実習を担当し、アピ

ールの機会としても活用して

いる。	
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HP に受験生向けのアピール頁は

あるのか？	
 

できていないので、改善する。

HP ではないが、SSH と高大連携

等の活動内でアピールに努め

ている。	
 

杉山委員 
 専門教育に加えて一般的な教養

教育（建築、歴史、文化）はどう

か？ 

学部教育では総合科学教育研

究センターが主に担当してい

る。一部分だが「秋田の歩き方」

等の科目で担当（林）している。 

菊地委員 
学部・大学院での授業は、各

研究者の専門性に応じた比較

的多様なメニューが提供され

ているように評価される。 

  

 

【質疑・応答】  
	
 特になし。 

 

 
 

Ⅲ	
 社会貢献領域	
 

 
１．社会貢献領域目標の設定  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
広範囲に及ぶ分野への目標設

定。 
  

杉山委員 
目標は具体的であり適切。   
菊地委員 
木材産業振興に向けて設定し

た３項目は、具体的・実践的で、

高く評価される。	
 

Ⅰ.3.2)の繰り返しになるが、

研究所の研究成果を地域の木

材産業の中で実用化を図るこ

と（p23、②）を「社会貢献」

として位置づけるのか、それと

も、研究成果に含めるのか（こ

の場合、論文だけではなく、実

用化状況も併せて研究成果と

して評価）については、所内で

議論される意義があるように

思われる。	
 

個人の業績評価には反映され

ている。Ⅰ.3.2)と同様に、技

術移転の過程における研究費

や学術成果は研究成果として、

技術移転結果を地域貢献とし

て区分している。研究業績のダ

ブルカウントを防ぐ目的もあ

るが、位置づけに関しては再度

検討する。	
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【質疑・応答】  
	
 特になし。 

 
 

２．産学官民等共同研究プロジェクト事業  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点  
服部委員長 
大型プロジェクトの受託実績

により研究所の存在価値が高

まっている点。 

  

杉山委員 
卓越した成果を上げている。   
菊地委員 
大型プロジェクト研究の、件

数、事業規模、多岐に渡る内容、

成果、全てに申し分なく、高く

評価される。 

  

 

【質疑・応答】  
	
 特になし。 

 
 

３．木材産業振興支援	
 １）木高研と木材加工推進機構との連携  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長	
 

	
 機構と研究所は木材産業の振興

支援でどの様な役割分担になっ

ているのか？あるいは、両者の

立場は？	
 

推進機構はホームページ、

Facebook で木高研の研究成果

を随時発信し、機関誌「木材加

工最前線（年３回）」を発行し

ている。木高研と機構の HP の

連携（リンク等）を強化する。	
 

月 1 回の連絡調整会議や機構の

研究所への貢献はどの様なもの

なのか？	
 

	
 

研究所からの業務報告と、４者

（木高研、推進機構、県、市）、

での情報交換を行っている。業

界団体や企業とのパイプ役と

して十分貢献していると考え

ている。	
 

情報共有による効果は？	
 連絡調整会議等の開催によっ

て意思の疎通が図られており、
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以前に比べて産学官連携の取

組みも円滑になっていると思

う。	
 

杉山委員	
 

産学連携の太いパイプとなり

上手く機能している。 
設置目標達成に不可欠。 

  

菊地委員 
「連絡調整会議」を月１回開催

していることは、地域ニーズを

把握し、また、研究所の成果を

普及する上で、高く評価され

る。	
 

言うまでもなく、研究所および

推進機構は県全エリアを対象と

する組織である。立地の関係で、

能代市、山本地域振興局との連

携が密になることは理解できる

が、県および他の地域振興局と

の連携についても取り組む、あ

るいは実績があるのであれば積

極的に記載する必要があると考

える。	
 

推進機構には県からの出向者

が２名在籍しており、全県規模

での連携はとれている。	
 

 

【質疑・応答】  
服部委員長：木材加工推進機構と連携して、企業の技術相談や依頼試験を行っているというのは、研

究所にとってメリットとなっているのか。 
林所長：そのとおり。 

 

 

３．木材産業振興支援	
 ２）技術相談  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
多数の技術相談をこなしてい

る点。	
 

相談時に行ったアドバイスがど

の様に活かされたかのフォロー

フォローは推進機構に一任し

ており、教員の個別対応に切り
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はされているのか？	
 替わることもある。研究所には

適宜フィードバックされてい

る。	
 

技術相談は無料で行っているの

か？	
 

無料で対応している。	
 

杉山委員	
 

地場産業への貢献の高さが見

て取れる。	
 

窓口の広報の仕方。研究所の HP

からは見えにくい。	
 

HP を改善する。	
 

菊地委員 
内容の専門性に応じて推進機

構と分担する対応は、効率的で

適切である。	
 

県内企業からの相談件数が多

いこと、直接対応件数が増加し

ていることは、高く評価され

る。	
 

160 件/年の技術相談は少なく

ないが、13 名の専門家を擁する

研究機関にとって、他県公設部

門との比較から、格段に高い（自

己評価 S）と評価されうるのか、

検討が必要と考える。	
 

研究や教育をこなした上での

自己評価となっている。	
 

	
 

	
 

東北各県に設置されている林

業・木材関連研究機関の中では、

格段の専門性を有していること

から、東北地域の高次相談セン

ター的な役割も期待する。その

ことが、研究所のステータス、

プレゼンスをさらに高めること

になると考える。	
 

地理的ハンデを覆せるだけの

メリット（例えば、全国で不足

している耐火炉の設置）ができ

れば、「東北の拠点」になれる

かもしれないので、将来構想の

方向性として検討する。	
 

 

【質疑・応答】  
	
 特になし。 
 

 

３．木材産業振興支援	
 ３）県内企業への技術移転等  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長	
 

	
 1 時間耐火梁の大臣認定は？	
 

	
 

性能試験には合格しており、現

在認定を申請中である。	
 

ここで記載の大槌町支援は、復

興支援で記載されているが、技

術移転なのか？	
 

技術移転は、震災復興における

施工事例として記載している。	
 

杉山委員	
 

研究所設立目標を達成してい

る。	
 

成果の広報（研究所の HP から見

えない）、LVL とスギ樹皮のみな

のか？	
 

HP を充実させる。英語版も含め

て改善する。	
 

菊地委員	
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複数の開発技術が県内企業に

着実に技術移転されているこ

とは評価される。	
 

「成果の社会還元に積極的に取

り組んでいる（自己評価Ⅰ.2.1）

研究分野」としながら、具体例

が（準備中）（HP）であるのは、

残念である。「木材加工最前線」

には、多くの成果事例が紹介さ

れており、社会還元されている

ことは理解できますが、企業に

とって、どのような技術支援、

技術の共同開発が依頼可能なの

か（そもそも、対応してもらえ

るものなのか）を知らせること

は、技術支援を進める上で重要

なことだと考える。	
 

HP を改善する。また、指摘部分

は推進機構が受け持つ仕事な

ので連携を深める。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

技術移転成果の紹介は、推進機

構が担っているようにも思え

る。しかし、現状では、大学の

地域連携・研究センターでの実

用化事例紹介に比べ、内容充実

の余地があるように思われる。

研究所発のすばらしい研究成果

がさらに技術移転されるよう、

推進機構との連携強化、情報提

供等における一層の工夫が期待

される。	
 

上と同じく、HP を改善する。ま

た、指摘部分は推進機構が受け

持つ仕事なので連携を深める。	
 

	
 

 

【質疑・応答】  
	
 特になし。 
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４．地域支援	
 １）公開講座や教育機関との連携  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
面倒な公開講座やインターン

シップの実施。	
 

実験などを協力した高校や高専

からの県立大学生物資源科学部

への受験者数増加の効果は？	
 

具体的な受験者数の把握は困

難だが、高大連携授業の参加学

生の入学事例が出始めている。	
 

公開講座などの受講者の職種や

年齢構成は？	
 

業界関係者が多いと思われる。	
 

春秋の講座のねらいは？	
 春は一般を対象としたオムニ

バス形式の講座（4回程度）、秋

は専門性を高めたシリーズ講

座（4回程度）としている。	
 

杉山委員 
基礎講座と応用講座の開設。 高大連携事業への参加者の増加 参加者は増加傾向にある。 

菊地委員 
教育機関との連携、オープンキ

ャンパスでの展示・実演をはじ

めとして、一般向けの広報活動

は活発で、森林や木材利用に対

する理解促進、サイエンスに対

する関心の高揚、さらに研究所

の存在価値などを広く伝える

点で、高く評価される。 

（「Ⅲ.1 もしくはⅢ.3」での記

載事項かもしれないが、表Ⅲ-4

（p27）に示されていることか

ら、本欄で記載する）。研究成果

発表会（木高研講演会）を毎年

実施していることは評価される

が、開催方法について検討の余

地があるように思われる。 
開催地が能代市だけで良いの

か。県との共催による他地域（秋

田市、など）での開催（毎年で

はなくても）を検討する意義は

あるように思われる。 

秋田市内での開催を検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

例年、３課題程度の口頭発表と

なっているが、研究所の数多い

成果を伝えるためには、ポスタ

ー展示を併用することも有効で

はないか。 

マンネリ化しているところが

あるので、検討する。 

 

【質疑・応答】  
	
 特になし。 
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４．地域支援	
 ２）外部機関委員等  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長 
多くの委員会委員に就任して

いる点。	
 

限られた教員に負担が集中して

いないか？集中しているとすれ

ば、その負担軽減策は？	
 

特定の分野に集中することは

避けられないと考えている。	
 

杉山委員	
 

１３名が兼任すると考えると

多いが社会から望まれている

ということ。	
 

一部の教員に集中していない

か？	
 

御指摘通りだが、広い分野を１

３名で担当しているので、CLT

のようにトピックス的な話題

があれば、どうしても少数の個

人に集中してしまう。	
 

菊地委員 
外部委員活動については件数、

内容ともに活発であり、木材研

究における研究所のプレゼン

スの高さを示す一つの証左で

あると考える。	
 

研究成果の講演件数が堅調

（p14、表Ⅰ-3）であるのに対し、

研修会での講演・講師が若干減

少傾向にあることから、推進機

構との連携等を通じて、業界へ

の成果普及に向け働きかけられ

ることを期待する。	
 

スギラミナ・活用研究会の HP

のような形での普及活動を計

っていきたいと考える。	
 

 

【質疑・応答】  
	
 特になし。 

 

 

４．地域支援	
 ３）視察・見学対応  
【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等 改善点あるいは問題点 回答 
服部委員長	
 

	
 視察・見学時の説明担当は？	
 所内会議で担当を決めている。	
 

杉山委員	
 

全国に認知され、見学者が継続

している。	
 

対応者への負担が集中しない

か。	
 

	
 

所内会議で担当を決めている

が、CLT のように、分野が集中

することは避けられない。	
 

見学者の意見のフィードバック

（増やす努力として）。	
 

意見のフィードバックは行っ

ていない。見学者数の増加を意

図した取り組みは今後検討す

る。	
 

行事としての施設公開。	
 能代市の産業フェア等に日程

を合わせて施設を一部分公開

することを検討する。	
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菊地委員	
 

団体、人数とも堅調に増加して

いることは、研究所および木材

利用に対する期待の高まりを

反映したものと思われ、高く評

価される。	
 

信用金庫等の地域の金融機関、

県の商工会議所、あきた企業活

性化センターなど、地域の企業

とかかわりの深い団体に対して

広報することなどを通じ、視

察・意見交換、ニーズの発掘に

一層取り組むことが期待され

る。	
 

能代市の観光パンフレットや

観光ビデオに紹介記事が掲載

されているが、推進機構に任せ

ているところがあり、積極的に

広報を行ってはいない。	
 

 

【質疑・応答】  
	
 特になし。 

 

 

４．地域支援	
 ４）震災復旧・復興に向けた取組み	
 

【事前評価と回答】 
高く評価しうる点等	
 改善点あるいは問題点	
 回答	
 

服部委員長	
 

復旧支援は、地理的に近いこと

もあって仕方がないとは言え、

協力するという意向を評価。	
 

事業実施によりどの様な復興支

援効果が現れたのか？それらの

支援は被災者にどの様に評価さ

れたのか？	
 

ウッドチップ舗装・木橋架設に

より仮設施設の環境改善がな

され、雨天時の店内への浸水、

歩きやすい店前空間が確保さ

れ、その効果は 5年経過しても

失われていないことから、商店

主から高評価を得ている。木橋

は遠回りせずとも夜間でも高

齢者や子どもが安全に渡れる

ようになったことが評価され、

住民の多くが安渡（あんど）地

区の被災者であることから「安

堵橋」と命名され、住民による

看板が立てられている。	
 

杉山委員 
若手教員が長中期的視座をも

って現場と連携して取組んで

いる。 

メンテナンスや耐久性に関する

こと。 
仮設施設の使用年限は当初は 3

年間であったため、メンテナン

スフリーで十分と考え、木材を

活用した。その後 5年間に延長

され、現在は平成 29 年度内に

解消の見通しとなっている。復

旧・復興時の木材利用は初めて

の試みであるため大槌町訪問

の際（約 5 回/年）には必ず現
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地にて不具合がないかを確認

しているが、不具合は生じてい

ない。ウッドチップ舗装に多少

へたりは見られるが、施工目的

（歩行空間の確保、雨天時の浸

水防止）は未だ損なわれていな

い。木橋は仮設解消の際には公

園等への再利用を町に提案し

ている。	
 

菊地委員	
 

支援の取り組みが着実に積み

重ねられていることが理解で

き、高く評価できる。また、そ

のことをきちんと外部に情報

発信（HP）していることも、本

研究所の価値を高める上でき

わめて適切と考える。 

 広報 HP 委員会の強化を図る。	
 

 

【質疑・応答】  
	
 特になし。 

 

 

【その他の質疑・応答】  
服部委員長：ハラスメントに係る問題は起きていないか。 

林所長：木高研では問題は起きていない。また、本学ではハラスメント問題に対応する委員会が組織

されている。 
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秋田県立大学木材高度加工研究所の概要 

1．研究所の沿革 

	
 秋田県立大学木材高度加工研究所は、平成 7年（1995年）4月に、秋田県能代市に

おいて「秋田県立農業短期大学附属木材高度加工研究所」として発足した。その際、

企業ニーズの把握や研究成果の発信、指導普及を担う組織として「㈶秋田県木材加工

推進機構」が併設された。 

	
 その後、平成 11 年（1999 年）4 月に秋田県立農業短期大学の改組および秋田県立

大学の開学に伴い、秋田県立大学の附置研究所に組織改変され、「秋田県立大学木材

高度加工研究所」と名称を変更した。 

平成 15 年（2003 年）4 月には、秋田県立大学大学院・生物資源科学研究科（大学

院博士前期課程ならびに博士後期課程）が開設され、教育機関として大学院教育の一

端を担うこととなった。 

平成 18 年（2006 年）4 月、秋田県立大学は地方独立行政法人化に伴い公立大学法

人となり、木材高度加工研究所は日本の大学機関に属する研究機関としては唯一「木

材・木質」の研究に特化した「木材」を冠する専門教育研究機関として現在に至って

いる。平成 28年 4月現在の教員数は 13名（教授 6、准教授 7）である。 

 

2．研究所の理念・目的 

平成 7年（1995年）の設立以来、木材高度加工研究所は「地球規模の理想的な木質

資源循環系の確立」という理念のもと、「秋田県の木材産業を資源依存型から技術立

地型に転換するための基盤の確立」を目的として、「木材の特性と利用技術」と「木

質材料の開発とその応用」に関する研究を行ってきた。木材高度加工研究所は設立当

初から大学の研究組織でありながら県の公的試験機関の性格も合わせ持つ組織とし

て内外に認識されており、平成 11年（1999年）の県立大学への改編を経た後もこの

理念と目的はそのまま踏襲された。 

平成 18 年（2006 年）の法人化以降は、「21 世紀を担う人材の育成と開かれた大学

として秋田県の持続的な発展に寄与する」という新たな基本理念のもとで、研究、教

育、社会貢献の三つの分野においてそれぞれの活動を積極的に推進している。その目

指すところは「森林資源を活用した持続的な資源循環型社会の形成」であり、森林資

源の基礎的研究から応用技術の開発にいたるまでの幅広い分野の研究と専門家・研究

者の養成、それらの社会還元に積極的に取り組むことである。 

 

3．研究領域 

	
 木材高度加工研究所では、開所から平成 19年（2008年）までの間、3年から 4年

を実施期間とするプロジェクト型の研究推進体制をとり、社会的要請を背景とした研
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究テーマを設定して研究を行ってきた。平成 21年（2009年）には、研究所の存在意

義をより明確にするため、複数のミッション研究テーマを重点化し、より具体的な研

究課題を実施する研究推進体制に移行した。 

平成 24年度（2012年）から 26年度（2014年）の 3ヵ年においては、「森林資源を

活用した持続的な資源循環型社会の形成」を大課題として、I. スギ人工林資源の安定

利用・供給システム、II. 木質系新材料の開発、III. 省エネ型建築構法、の 3つのプロ

ジェクトを設定し、個々に 3〜4件の研究テーマを設定した。 

平成 27年度（2015年）から平成 29年度（2017年）の 3ヵ年は、「林業・林産業の

成長産業化に向けた森林の管理及び林産物の流通・利用システムの開発」、「国産材の

積極的な利活用に向けた木質資源の利用技術の開発」の大課題を設定した。なお、平

成 25年（2013年）から平成 27年（2015年）までの 3年間の学術論文は 95報、国内

と国際を合わせた学会発表は 196件であった。 

以上のような研究の実施に際しては、正規教員のみならず、短期雇用契約による特

任助教（ポスドク）を登用し、推進体制の強化を図ってきた。流動研究員（前制度で

の職階名）を含めたこれまでの在籍者は、外国人 12名を含む 54名におよび、退任後

も国内外の大学等の教育研究機関で活躍している。 

国際的な研究交流・推進については、平成 14年（2002年）に西ハンガリー大学・

木材科学部（ハンガリー）との間で、平成 26年（2014年）にはソウル大学・農学生

命科学大学森林科学科（大韓民国）との間でそれぞれ部局間協定を締結し、学術交流

を進めている。 

 

4．教育領域 

	
 平成 15年（2003年）から、「人類と生物資源が持続可能な共存をはかる新しい知恵

や技術を有する専門家・研究者の養成を目指す」という秋田県立大学大学院・生物資

源科学研究科の教育目標のもと、「木質基礎機能」、「木質材料科学」および「木質資

源利用」の３つの研究グループ体制で大学院教育を担当してきた。 

	
 これらの研究グループは各教員の専門性に基づいて構成されており、「大学院教育

を通した木材科学研究のジェネラリストの養成」に向かって学生の教育・研究指導に

あたっている。実績として、平成 27年（2015年）までに博士前期課程修了者 5名、

博士後期課程修了者 7名を輩出しており、社会人 2名に論文博士の学位を授与してい

る。 

平成 25年（2013年）から平成 27年（2015年）までの 3年間の修了者数は博士前

期課程 2名、博士後期課程 2名であった。また、附置研究所の立場から生物資源科学

部およびシステム科学技術部の両学部生に対する講義を行うとともに、近年では卒論

研究における実質的な指導を担当するなど学部学生への教育にも積極的に貢献して
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いる。平成 25年（2013年）から平成 27年（2015年）までの 3年間に 4名の卒論研

究を担当し、そのうちの 2名が博士前期課程に進学している。 

 

5．社会貢献領域 

	
 木材高度加工研究所は広義の地域貢献がその活動の中で大きなウェートを占め、中

でも民間企業への技術支援活動と産官学連携の推進は重要な活動として認識されて

いる。技術支援活動は、技術研修や技術移転等の技術指導、依頼試験等の商品性能評

価試験など多岐に渡っており、公益財団法人に改組した秋田県木材加工推進機構と連

携をとりながら実施している。 

	
 また、産官学連携では文部科学省の大型プロジェクト（例えば、都市エリア事業や

地域イノベーション戦略推進プログラム）における中核研究機関として研究及び連携

の推進、事業の進捗管理などに尽力してきている。さらに、東日本大震災復旧・復興

に向けた取組みとして、平成 24 年（2012 年）5 月に岩手県大槌町と連携協力協定を

締結し、震災復旧及び復興に向けた活動を展開している。 

一方、一般市民を対象とした木材基礎講座・応用講座等の公開講座、高校生を対象

とした高大連携授業やサイエンス・パートナーシップ・プログラムを利用したインタ

ーンシップの受入や出前授業の実施等にも積極的に対応している。 

県内外の行政機関の委員会等の委員や技術相談への積極対応にもつとめており、平

成 25年（2013年）から平成 27年（2015年）までの 3年間で前者は 164件、後者は

482件を数えている。	
  

近年は、秋田県産スギ材の高付加価値化に関する注目が集まり、平成 25 年（2013

年）から平成 27年（2015年）までの 3年間に新聞・テレビ報道で 122件もの研究成

果が取り上げられている。 
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自己点検・評価票 

 

Ⅰ	
 研究領域	
 

１．研究目標の設定 

自己評価 理由 
A 大課題として「森林資源を活用した持続的な資源循環型社会の形

成」、その下に「木材の特性と利用技術に関する研究」および「木質

材料の開発とその応用に関する研究」の二分野を設定して、研究を

推進しており、整合性の取れた目標設定としている。これは内容に

精粗があって外部からわかりにくいと評価された H24-26 の目標設
定の反省から生じたものであり、個々の研究者の自由な発想を活か

すミッション研究等もその下に配置している。 

なお、設定にあたってはWGを組織し、教授会での議論を経て決
定した。 

 

２．研究分野と研究体制	
 １）研究分野 

自己評価 理由 
A 森林資源の基礎的研究から木質構造物への応用技術開発にいたる

まで、非常に幅広い分野の研究と、地域貢献を念頭に置いた成果の

社会還元に積極的に取り組んでいる。また、持続的な森林資源の管

理や流通・利用システムの構築など、林業・林産業を成長産業化さ

せるための研究も積極的に進めている。 
全般的な研究内容は開所当初の材料開発を主体としたものから、

時代の趨勢を反映して、「環境・資源循環・持続的利用」を強く意識

した内容に変化してきている。	
  

 

２．研究分野と研究体制	
 ２）研究体制 

自己評価 理由 
A 	
 木材高度加工研究所の研究体制の大きな特徴として、各教員が研

究課題に応じてアドホック的に参加し、課題解決に対応しているこ

とがあげられる。このため、科研費レベルでの外部協力だけではな

く、大きなプロジェクト、例えば森林総合研究所との共同研究（CLT、
バイオマス等）に対してもフレキシブルに対応が可能である。また、

特任助教をプロジェクトテーマに沿って雇用することも研究推進の
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大きな機動力となっている。 

	
 学内での研究連携においても、タンデムリングミル、木質マイク

ロプライ、木質耐火部材、大潟村での木杭利用など、活発なものと

なっている。また、県内の公設試（秋田県林業研究研修センターや

秋田県総合食品研究センター）や大学（秋田大学大学院理工学研究

科や秋田公立美術大学）とも連携して研究が進められている。 
さらに、海外ではソウル大学との研究連携を進めている。 

 
３．研究活動と成果	
 １）研究課題 

自己評価 理由 
A 研究対象としては秋田県産スギが中心ではあるが、バイオマス利

用、CLT、耐火部材の開発といった先端的かつソーシャルニーズの
高い課題に対応している。 
一方で、曲げわっぱ用適材の選別方法の開発といった秋田県特有

の地域課題や、木杭による地盤改良工法、道路施設の木質内装化、

災害対応といった社会貢献的課題についても積極的に対応してい

る。 

 

３．研究活動と成果	
 ２）研究成果 

自己評価 理由 
S 評価対象期間 3 年間における原著論文の総数は 95 報であり、こ

れを教員数 13 人で除すると、2.44 報／年となる。また、著書、総
説等、査読なしの論文・紀要を合わせると 3.28 報／年（総数 128
報）、教員一人あたりの合計数では、5.72報／年となる。 
研究発表においては、国内学会 159件、国際学会 37件、合計 196

件である。教員一人あたりに換算すると、国内学会が 4.08回／年と
高い値である一方、国際学会では 0.95回／年となり差異が大きい。 
講演回数では 3.10 回／年、新聞・テレビ報道では 2.69 回／年で
あった。 

特に新聞やテレビ等による研究成果の報道は一般公開実験や研究

成果の展示に積極的に取り組んでいることもあって、研究所全体で

年間 50件程度と非常に多い。 

特許出願はここ 3年の合計で 8件であった。 
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４．研究費と研究環境	
 １）研究費 

自己評価 理由 
S 学長プロジェクト等の学内研究資金には積極的に応募しており、

年間約 8,000千円となっている。 
一方、科学研究費、受託研究費、共同研究費、寄付金事業費、補

助金事業費等の外部資金は年間約 96,000千円であった。 

事業費等を含むので、これを教員一人あたりの金額に換算するこ

とは必ずしも適切ではないが、計算上、学内資金では 624千円／年、
学外資金では 9,486千円／年となる。 

 
４．研究費と研究環境	
 ２）研究環境 

自己評価 理由 
A 分析機器や木材加工装置、大型強度試験機など多くの機器や設備

は、研究所の開所から 5 年の期間をかけて整備された。その後、科
研費や補助金事業等によっても必要な機器や設備の導入と更新を進

めてきた。 
特に、初期に導入した機器は、すでに開所から 20年を経過してい
ることから、学内の機器更新経費を利用して順次更新を進めている

が、高額の材料試験機や加工機械に関しては更新できないままのも

のが多い。 
ただ、一般の大学に比べれば、自由に使える機器が多く、恵まれ

た状況にあるといえる。 

	
 

４．研究費と研究環境	
 ３）特任助教制度とその成果 

自己評価 理由 
A 研究所の開所以来、外国人を含めて 54名におよぶ特任助教の登用

は、研究推進体制の強化に役立つとともに、わが国の若手木材研究

者のキャリアアップポストとして、木材関連学会に大きく貢献して

きた。 

ここ 3年の実績も見ても、5～6名が常時雇用されており、研究プ
ロジェクトの推進に尽力するとともに、論文執筆や学会発表等を積

極的に行っている。また、任期終了後も、大学や国立研究機関等の

多様な職場に転じ、活躍の場を広げている。 
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Ⅱ	
 教育領域	
 

１．教育目標の設定 

自己評価 理由 
A 秋田県立大学大学院生物資源科学研究科の構成員としての教育目

標は研究科規程に定められた目的を踏まえた上で設定されており、

大学及び研究所のホームページ、大学案内、学生便覧等を通じて周

知されている。 
学部の教育目標に関しては、附置研究所であるため直接設定でき

る立場にはない。ただ、現状では特に問題となる点はない。 

 
２．教育の実践	
 １）大学院教育 

自己評価 理由 
A 指導体制として３つの研究グループ体制を構築し、「大学院教育を

通した木材科学研究のジェネラリストの養成」に向けて大学院生の

教育・研究指導にあたっている。ただ、副指導教官については、特

にグループ間で垣根を設けることなく、最も適当と思われる教官を

選んでいる。 
大学院における講義に関して、生物資源科学研究科においては、

木高研の教員全員が担当しており、木材科学を幅広く学べるものと

なっている。システム科学技術研究科においても、木造建築に興味

を持つ大学院生に対応できるよう構成されている。 

修士論文については、ここ３年で、のべ主査２名、副査６名が博

士課程前期の学生を指導した。修了した学生はいずれも希望した職

に就いており、進路指導も順調であった。 

博士論文については、ここ３年間で、のべ主査２名、副査３名が

博士後期課程の学生を指導し、２名の学生が学位を取得した。この

うち１名は秋田大学大学院 工学資源学研究科 土木環境工学専攻の
常勤講師としての職を得ることができた。 
社会人大学院については、木材高度加工研究所で木材に関する研

究で博士号の学位を取得したいが、終了後に得られる学位が博士（生

物資源）では不満であるため、躊躇せざるを得ないという声が聞か

れることが多い。博士（工学）が取得できるような制度の見直しが

必要である。 
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２．教育の実践	
 ２）学部教育 

自己評価 理由 
B ５年前より非常勤講師の教養授業を木材高度加工研究所の教員が

肩代わりすることになり、コマ数の増加が生じた。以降、関与すべ

き業務は増えているが、負担が一部の教員に偏りがちである。 
卒論実験の希望者の増加やその後の大学院進学などは学部教育へ

の貢献増加の結果であるが、現在の制度上、卒論の指導は主指導で

はなくてあくまでも副指導であり、責任体制の曖昧さが残ったまま

である。 

学部に森林科学科や林産学科があって体系的な木材教育を意図し

ているわけではないので、総花的で深みのない授業内容になりがち

である。 

	
 

Ⅲ	
 社会貢献領域	
 

１．社会貢献領域目標の設定 

自己評価 理由 
A 県立大学の中期目標のなかで、木材高度加工研究所は森林資源の

有効利用技術を開発するとともに、試験研究機関的機能を発揮し、

本県木材産業のより一層の振興に貢献することが謳われている。 
これを受けた中期計画として、①産学官民共同研究プロジェクト

への取り組み、②県、自治体、県内外の企業・団体との連携強化に

よる木材産業界振興のための広い支援、③地元自治体等の各種委員

会への参加、独自の公開講座の開催、高校生インターンシップの受

入れなどを設定しており、目標実現のための適切な計画が実施され

ている。 

 

２．産学官民等共同研究プロジェクト事業 

自己評価 理由 
S ここ 3 年間に関係した大型プロジェクトは従来から継続してきた

ものも含めて 5 事業 14 テーマであり、事業費の合計は 301,365 千
円であった。これらの多くは、秋田県内の民間企業・事業体や行政

と密接に連携して取り組まれたものであり、木材高度加工研究所の

地域貢献活動における主要な活動の一つとしても位置づけられる。 
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３．木材産業振興支援	
 １）木高研と木材加工推進機構との連携 

自己評価 理由 
A 木材高度加工研究所では、木材加工推進機構と密な連携を取りつ

つ、実施されている産学官連携、技術相談、依頼試験および広報・

社会教育等各種の事業について、情報提供や助言等を行っている。

また、能代市林業木材振興課や都市整備課、秋田県山本地域振興局

を加えた「連絡調整会議」を月 1 回開催して、業界からの要望等に
ついての情報共有を図っている。 

 

３．木材産業振興支援	
 ２）技術相談 

自己評価 理由 
S 技術相談は、当研究所の総務経由あるいは教員に問い合わせのあ

る直接対応と、木材加工推進機構経由対応の 2種類に大別されるが、
両者の総計は 3年間で 480件程度であり、年間で 160件も処理して
いることになる。この数から判断して、公設試験場的な役割も十分

果たしていると思われる。 

 

３．木材産業振興支援	
 ３）県内企業への技術移転等 

自己評価 理由 
A 	
 土木分野でここ 3 年間に技術移転されたものとして、ハイブリッ

ド木橋が能代市内に架設されたほか、オンサイト木橋が県内の登山

道や農道など 5箇所に架設されたことがあげられる。 
木材製品としては、秋田スギ厚板の耐力壁、一時間耐火性能を有

する梁が開発されており、地域産材を活用した学校用机・椅子、木

製バネスツール、ハニカム型プランター等はすでに実用化・市販さ

れている。 

被災地関連では、岩手県大槌町でオンサイト木橋やウッドチップ

舗装が採用され、復興支援にも一役買っている。	
  

 

４．地域支援	
 １）公開講座や教育機関との連携 

自己評価 理由 
A 春の「木材基礎講座」、秋の「木材応用講座」、年度末の木高研講

演会（研究成果発表会）を開催しており、延べ人数は毎年 200名を
超えている。 
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また、高校や高等専門学校のインターンシップを受け入れている

ほか、スーパー・サイエンス・ハイスクール事業や実験講座の研究

助成を獲得した高校について、実験・研究等の学習活動に協力して

いる。 

 
４．地域支援	
 ２）外部機関委員等 

自己評価 理由 
A 教授・准教授が計 13 人として計算すると、年間一人あたり約 10

件弱の委員等を引き受けていることになる。依頼先は、県内のみな

らず、国や県外の団体からも多く、これは当研究所のプレゼンスを

向上させている。 

 

４．地域支援	
 ３）視察・見学対応 

自己評価 理由 
A 毎年、月に 1、2回のペースで視察・見学団体が来所し、開設から

累計で 1万 7千人以上が訪れている。 
特にここ数年は CLT 関連研究の活発化によって見学者は増加傾
向にある。 

 

４．地域支援	
 ４）震災復旧・復興に向けた取組み 

自己評価 理由 
A 当研究所は東日本大震災の激甚被災地のひとつ、岩手県大槌町と

平成 24年 5月 10日に連携協力協定を締結し、今日に至るまで木材
利用に関わる様々な取組を行っている。 
事業としては、仮設住宅団地での木橋設置、仮設商店街でのウッ

ドチップ舗装、復興住宅基礎地盤への木杭の利用実証実験などがあ

げられる。 
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Ⅰ	
 研究領域 

１．研究目標の設定 

木材高度加工研究所は、「森林資源を活用した持続的な資源循環型社会の形成」を

目標として、「木材の特性と利用技術に関する研究」および「木質材料の開発とその

応用に関する研究」を行う。こうした研究の推進では、個々の研究者の自由な発想と、

異なる専門性を有する研究者の連携や流動性を重視したプロジェクト型の研究体制

を構築することで、教員個々における専門知識の向上と研究分野の融合を計り、その

成果を関連産業や社会に広く還元する。 

 

２．研究分野と研究体制（平成 25年度〜平成 27年度） 

１）研究分野 

	
 再生産可能な森林資源の総合利用を推進するためには、幅広い研究分野を必要とす

る。こうした中で、本研究所は、木質形成のメカニズムや材質・特性理解などの基礎

的な分野から、耐火構造材や直交集成板（CLT）、木製土木構造物など先導的な木材

利用技術の分野まで多様な研究を進めている。また、森林資源を利用するにあたり、

持続的な森林資源の管理や流通・利用システムの構築など、林業・林産業を成長産業

化させるための研究も積極的に進めている。ただし、研究所の目的にあるように、そ

の根幹をなすところは木材の利用技術と木質材料の開発である 

 

２）研究体制 

	
 本研究所の教員は、各自で主要な研究テーマ（表 I-1）と目標を設定して研究を進

めるほか、所内外の研究者や民間企業等と共同してプロジェクト型の研究を進めてい

る。本研究所におけるプロジェクト研究の特徴として、参画メンバーを課題に応じて

能動的に集積し、課題解決に対応していることがあげられる。また、特任助教をプロ

ジェクトテーマに沿って雇用することも研究推進の大きな機動力となっている。この

ような所内の連携は、日常の研究活動のみならず、科研費など外部資金の獲得にも活

かされている。 

特に近年は、学内教員との連携が活発化している。これまでに学内の競争資金であ

る学長プロジェクト研究や産学連携事業などの獲得により、部局横断型の研究体制が

作られた。また、県内の試験研究機関との連携では、秋田県林業研究研修センターや

秋田県総合食品研究センターなどの公設試験機関や、大学（秋田大学大学院理工学研

究科、秋田公立美術大学）との共同研究があげられる。その他、県外では、国立研究

開発法人森林総合研究所、京都大学生存圏研究所、東北大学植物園などと連携し研究

を進めている。また、海外の研究機関ではソウル大学との研究連携を進めている。 
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３）特任助教制度とその成果 

	
 本研究所では、プロジェクトテーマに沿って特任助教を雇用している（最大で 6名

／年）。雇用の更新は 2 回までとなっていることから研究期間は最大で 3 年となる。

平成 25年度は 5名の、平成 26年度と 27年度は 6名の特任助教がプロジェクト研究

を分担し研究を行った。在任中、論文執筆や学会発表等を積極的に行うとともに学長

プロジェクトや科研費など研究資金の獲得を積極的に行った。 

	
 過去 3年間に任期を終了した特任助教は、私立大学助教（1名：成蹊大学）、公設機

関の任期付き研究員（1 名：森林総合研究所、1 名：国際農林水産業研究センター）、

JSPS特別研究員（1名：森林総合研究所）など多様な職場に転じ活躍している。 
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Ⅱ	
 教育領域 

１．教育目標の設定 

	
 木材高度加工研究所は、「木材」を冠する日本で唯一の教育研究機関であることか

ら、「木材」の持つ「物理的」、「化学的」および「生物的」特性の総合的な理解を基

礎として、地域において「森林資源を活用した持続的な資源循環型社会の形成」に強

くコミットしうる高度専門職業人および高度技術研究者の養成を目指す。 

	
 なお、木材高度加工研究所の教員は秋田県立大学大学院生物資源科学研究科の構成

員であることから、その教育目標は研究科規程に定められた「生物資源科学研究科の

人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的」を踏まえた上で設定されるもの

である。 

 

［生物資源科学研究科の人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的］ 

	
 人類と生物資源が持続可能な共存をはかる新しい知恵や技術を有する専門家・研究

者の養成を目指す。 

	
 博士前期課程では、学部教育の基礎に立ってより高度な専門性や幅広い視野を身に

つけ、それらを効率よく運用できるマネジメント能力を備えた高度専門職業人の養成

を、博士後期課程では、高度に先端的な生物資源科学や技術などのアプローチ方法及

び課題解明への応用手法等を教育の重点項目とすることにより、生物資源科学の広範

な専門知識と問題発見・解決能力を活かして独創的な研究分野を開拓し、発展させて

いける高度技術研究者の養成を目的とする。 

 

２．教育の実践（平成 25年度〜平成 27年度） 

１）大学院教育 

（１）指導体制 

	
 2012年以降、秋田県立大学大学院生物資源環境科学研究科において３つの研究グル

ープ体制を構築し、大学院生の教育・研究指導にあたっている（研究グループについ

ては研究領域：表 I-1を参照）。大学院生の教育・研究指導に際しては、主担当を中心

に関連する分野の複数の教員が副担当として教育・研究指導に参加するとともに、必

要に応じて生物資源科学研究科外から特別審査委員を招聘するなど、大学院教育の目

標に沿って高度専門職業人および高度技術研究者の養成を可能にする指導体制をと

っている。 

 

（２）担当講義 

	
 木材高度加工研究所の教員は大学院生物資源科学研究科（秋田キャンパス）におい

て 6 講義、大学院システム科学技術研究科（本荘キャンパス）において 1 講義の計
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①地域材新規用途導入促進支援事業 
	
 製品化されている木材製品の普及・実証等の取組みを支援するもので、秋田県の森

林整備加速化・林業再生基金事業を財源として県からの委託事業として 2テーマを実
施した。 
事業期間：H25 
事 業 費：17,000千円 
②地域材利用開発事業 
	
 秋田県の森林整備加速化・林業再生基金事業を財源とした補助金事業で、地域材を

利用する新製品について、研究開発や生産性向上対策及び普及等の取組みを促進し、

地域材の需要を図る目的として 5テーマを実施した。 
事業期間：H25-H26 
事 業 費：H25 41,750千円、H26 84,650千円 
③農林水産業・食品科学技術研究推進事業 
	
 農林水産省「農林水産業・食品科学技術研究推進事業・実用技術開発ステージ・重

要施策対応型」として、平成 25 年度から「スギの原木サプライチェーンの最適化と
微粉砕物を利用した高付加価値製品開発」を主題にコンソーシアムを組織し、2テー
マの受託事業を実施した。  
事業期間：H25-H27 
事 業 費：H25	
 18,725千円、H26	
 16,800千円、H27	
 18,697千円 
④新規用途導入促進事業 
	
 県の森林整備加速化・林業再生交付金事業を財源とした補助金事業で、製材用材の

利用価値を高める技術開発など地域の特性に応じた木質部材や工法の開発・普及等に

対する取組を支援し地域材の需要拡大を図るものであり、２テーマの研究を実施した。 
事業期間：H27 
事 業 費：H27	
 20,000千円 
⑤地域イノベーション戦略支援プログラム 
	
 文部科学省「地域イノベーション戦略支援プログラム」として、平成 24 年度から
「森林バイオマスの循環型利活用の実践と森林管理の最適化」をテーマに補助金事業

として３テーマを実施している。  
事業期間：H24-H28 
事 業 費：H24	
 26,964千円、H25	
 31,000千円、H26	
 29,140千円 
	
 	
 	
 	
 	
 H27	
 23,603千円、H28	
 21,951千円 
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別添資料１．大学院開設以降の大学院生受入数の推移

表１ １ 大学院開設以降の大学院生受入数の推移

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

　D3 3 1 1 1 1 1 3 2 1

　D2 3 1 1 1 1 2 1 1 1

　D1 3 1 1 1 1 2 1 1 1 1

　M2 1 1 1 2

　M1 1 1 1 1 2

研究生 1

　計 3 5 7 5 4 1 1 2 3 4 7 6 3



添付資料２．高大連携の詳細

表２ １ 高大連携事業



表２ ２ 実習・体験学習等の受入れ

〔平成25年度〕

①校外実習生の受入れ  秋田高専４年

　　（佐々木教授 8/16、19-22） （  1名）

②調査体験学習  御野場中学校１年

　　（高田教授 10/9） （  1名）

③職場体験学習  能代第一中学校３年

　　（山内(繁)教授 10/23） （  4名）

〔平成26年度〕

①総合的な学習の時間「ふるさと探訪」 能代南中学校

　　（山内(繁)教授 5/8） （  6名）

②職場体験学習 常盤中学校３年

　　（佐々木教授 10/6） （  2名）

③未来の能代市を創るために(木材コース)  能代第一中学校３年

　　（足立准教授 10/17） （ 18名）

④職場体験学習  能代第一中学校１年

　　（山内（繁）教授 10/22） （  4名）

⑤木育「曲げわっぱ製作」 常盤小学校５、６年

　　（渡辺准教授、足立准教授 11/17） （ 19名）

⑥すきすきスギッチの旅 渟城南小学校３年生

　　（佐々木教授、渡辺准教授、川井准教授 2/6） （ 52名）

〔平成27年度〕

①木育「曲げわっぱ製作」 常盤中学校２、３年

　　（足立准教授 7/15） （ 24名）

②木材加工実習 東雲中学校

　　（佐々木教授 10/14） （  2名）

③校外学習（研究施設見学） 能代養護学校小学部

　　（高田教授 11/17） （ 16名）

④すきすきスギッチの旅（木都能代） 渟城南小学校３、６年生

　　（栗本教授、渡辺准教授、川井准教授 2/3） （ 64名）



別添資料３：西ハンガリー大学木材科学部との学術交流に関する覚書





別添４ ： ソウル大学農学生命科学大学森林科学科との学術および研究交流に関する覚書







添付資料５．新聞記事・テレビ等

 木高研の活動は，地域社会や生活と密接に関係しており，研究・社会貢献活動が新聞・テ

レビ・雑誌等メディアを通じて度々紹介されている。





別添資料６：大槌町との震災復旧及び復興に向けた連携協力協定



別添資料７：大館曲げわっぱ適材木選別調査に係る協定書





Pittermann et al., 2012
Thujopsis dolabrata var. 

hondae Thujopsis dolabrata

, 1988
2

, 1960
, 1999

, 2007

2

2

22 16 379
6 230 2 2 609

1; 1
3 5 2 1 2

CTAB Murray and Thompson, 1980
DNA EST-SSR

Sato et al. 2015 19 DNA PCR
2 PCR 0.15 M

0.5 M FAM VIC NED Tail 0.2 M 2 Go 
Taq Master mix 5 l 10 120 ng DNA 10 l 94  2

94  30 60  30 72  30 30 72  5
PCR

別添資料８：修士論文要旨(平成25年度-27年度、木高研指導分）



ABI PRISM 3100 Genetic Analyzer Applied Biosystems
Geneious 7.0.4 Biomatters Ltd.

Cervus 3.0 Kalinowski et al., 
2007 A Ho

He

POPTREE2 Takezaki and Tamura, 2010 6 16
3 5 NJ

STRUCTURE2.3.4 Evanno et al., 2005
K

NJ

2 16 14
6

2
3

STRUCTURE K=3 16

6
2

3 K=4

6

4 K
K=4

STRUCTURE

4

1988



2

1 2 EST-SSR

1

Locus Dye Repeat
motif Min Max

Locus: , Dye: 
Repeat motif: 
Min: 
Max: 

Tdest 58 FAM (AAG)13 151 180

Tdest 53 FAM (CTT)13 244 284
Tdset 56 NED (AAG)9 153 165

Tdest 45 VIC (GGT)12 211 236
Tdest 49 FAM (GAT)10 233 248

Tdest 42 FAM (ACC)9 226 255
Tdest 43 FAM (CGG)9 137 153

Tdest 38 FAM (ACC)9 117 134
Tdest 39 NED (GCT)9 153 165

Tdest 35 VIC (CT)15 194 230
Tdest 37 NED (ATC)9 164 176

Tdest 24 VIC (AT)15 243 267
Tdest 29 VIC (AC)16 219 246

Tdest 17 NED (AG)12 159 168
Tdest 21 FAM (AG)13 231 274

Tdest 11 FAM (AT)12 138 161
Tdest 14 NED (AG)12 157 185

Tdest 1 FAM (CT)11 137 173
Tdest 3 VIC (AT)11 169 186



2 22 3

3 22 STRUCTURE K=3

4 22 STRUCTURE K=4



 ( )
( 20% ( ) )

( ) (PVA)
(DEG) (CaCl2) 2 ( )

100 g/m2

( K.K. )
(JEE-400 ( ) ) 4.0 10-4 Pa 38A

35A #40
#2000

1)
30 mm 30 mm 5 mm

( )
(PVA) (DEG) (CaCl2)

24 105
24 (Wet) 105 (Dry)

(
0 100% )



2)
2 ( ) 65 mm 10 

mm 140 mm 30 mm
5 mm 30 mm

1 1)

52 12 108 2
L*a*b*

3)
100 mm 10 mm 100 mm

1.

Wet1 Wet2
DEG CaCl2

DEG CaCl2

2 52
3

2
 ( 4)

2.
5

6

( 7)
 ( 8) ( >90 )

Wenzel 2)

( >90 )
( <90 )
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( )

1) , ,40(2),55-63(2014) 
2) R.N. Wenzel, , 28,988 (1936) 





LVL
LVL

JAS
JAS

JAS
JAS

JAS

LVL

LVL

LVL
LVL

8ply 17ply 1 LVL

14 42 24 26
13 24

39 76 LVL
3.45 Larix gmelinii

LVL JAS 140E

JAS
LVL JAS

MOEv MORv
MOEh MORh LVL

( ) (2000), 
pp.10-13, pp.35-40. TS CS

MOEh TS

添付資料９：学位論文要旨(平成25-27年度、木高研指導分）



E: F: Ev:
Eh: Fv: Fh:
Ft: Fc: R*-**:* ** *avg:*

*std:* n:LVL s: n s l.n:
n LVL

LVL NLM
Ev

MOEv MOEv.testn,s MOEv.calcn,s

MOEv.calcn,s Ev Ev
2 (Eavg,Estd)

NLM (Eavg,Estd)
 (Eavg,Estd) (P1,P2) (0<P2<P1)  0

1 P1 P2 n
 n E.calcn,s

n 8 17 l.n
Se (P1,P2) (Eavg,Estd)

2000 Se (Eavg,Estd)
Eh MOEv MOEh MOEh

MOEh.calcn,s LVL
Fv Ft Fc MORv

TS CS ST.testn,s ST.calcn,s ST.calcn,s

LVL F/E n
5

(Eavg,Estd,Favg,Fstd,RE-F) (Favg,Fstd,RE-F) (Eavg,Estd)
 (Favg,Fstd,RE-F) (P3,P4,P5) 

(0<P4<P3,0<P5<1) 2 1
Eavg Estd 2 P3

,P4 P5 n  n
ST.calcn,s

n 8 17 l.n
Sf (P3,P4,P5) (Favg,Fstd,RE-F)

2 Sf (Favg,Fstd,RE-F)
LVL (1)

(2) (3) 3
(1) (2) 5
(Ehavg,Ehstd,Ftavg,Ftstd,REh-Ft) (Ehavg,Ehstd) 3
(Ftavg,Ftstd,REh-Ft) (3)



9 (Ehavg,Ehstd,Fhavg,Fhstd,Ftavg,Ftstd,REh-Fh,REh-Ft,RFh-Ft)
(Ehavg,Ehstd,) Eh (Ftavg,Ftstd,REh-Ft) TS
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0

LVL LVL
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別添資料１０：生物資源科学科卒業論文概要（平成25-27年度、木高研指導分）
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生物資源科学部(秋田キャンパス）
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システム科学技術学部(本荘キャンパス)
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